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あらまし 920 MHz帯 LPWAを用いた衛星 IoTシステムでは，端末は地上ネットワークへの干渉を避けるため
に利用可能なチャネルが制限される．この制限は端末の場所に依存するため，利用可能チャネルに偏りが生じ，
スループット劣化の要因となる．本論文では Slotted ALOHA方式において利用可能チャネルの偏りによるスルー
プット劣化を軽減する送信制御を提案する．提案送信制御では，チャネルへの送信優先度を表すチャネル重みと
送信抑制を表す抑制率を導入する．端末数と各端末の利用可能なチャネルが既知な場合の理想制御と未知な場合
の適応制御について検討する．これらの送信制御をシミュレーションにより評価を行い，利用可能チャネルの偏
りによる影響を防ぎ，高スループットを達成できることを明らかにする．
キーワード 衛星 IoT システム，Slotted ALOHA 方式，送信制御，920 MHz 帯 LPWA

1. ま え が き

農作物や森林の監視，物流状況の把握等，さまざま
な用途で小型端末からのデータ収集が考えられてい
る．地上ネットワークの使用が困難な地域での活用も
期待されており，データ収集の手段として衛星通信に
よるインターネットへの接続を提供する衛星 IoT シ
ステムが検討されている [1]～[3]．更に，地上ネット
ワークで利用されている 920 MHz帯 Low Power Wide
Area (LPWA)を衛星 IoTシステムに用いることで，地
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上ネットワークの端末との共通化が可能となる [4]．
衛星 IoTシステムの課題として，より多くの地上にい
る端末が接続できる通信衛星へのアクセス方式がある．
通信衛星の広大な通信エリアにより，衛星にアクセス
する端末間でのキャリアセンスが不可能である．また，
端末から通信衛星へと通信距離が長く応答に時間がか
かるために 920 MHz帯 LPWAで用いられている確認
応答を使用することができない．これらの制約条件を
満たすため，端末から通信衛星へのアクセス方式とし
て，各端末が自律してパケット送信を行うランダムア
クセス方式の Slotted ALOHA (SA) 方式や Contention
Resolution Diversity Slotted ALOHA (CRDSA) 方式が
検討されている [1], [3], [5]．
本システムにおいて，920 MHz帯 LPWAを端末に用
いた場合，920 MHz 帯 LPWA を用いている地上ネッ
トワークと共存することによる課題もある．920 MHz
帯 LPWA では複数のチャネルが提供されている [6]．
しかし，本システムの端末が地上ネットワークで使用
されている同じチャネルを用いると，地上ネットワー
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図 1 920MHz 帯 LPWA を用いた衛星 IoT システム
Fig. 1 Satellite IoT system using 920 MHz LPWA.

クの端末に干渉を与えてしまう．そのため，キャリア
センスを行うなど，地上ネットワークが使用している
チャネルを把握し，これらのチャネルを本システムで
は用いないよう制限することになる．本システムの端
末は広範囲に配置されており，配置される場所により
地上ネットワークが利用しているチャネルも異なる
（図 1）．そのため，本システムで利用可能なチャネルは
端末の場所に依存することになり，利用可能チャネル
が異なる端末が混在する．チャネルへの送信パケット
数に偏りが発生し，あるチャネルでは送信パケット数
が過多となりパケット衝突が発生しやすく，あるチャ
ネルでは送信パケット数が少なくパケットを送信する
余裕がある状態となりスループットが劣化する．筆者
らの知る限りでは，この 920 MHz帯 LPWAを使用す
る衛星 IoTシステムに特有の利用可能チャネルの偏り
によるスループット劣化は従来の研究では考慮されて
いない．
そこで本論文では，920 MHz 帯 LPWA を用いた衛
星 IoTシステムにおいて，従来のランダムアクセス方
式で考慮されなかった利用可能チャネルの偏りによる
スループット劣化を軽減する送信制御を提案する．利
用可能チャネルの偏りによる影響に着目するため，本
論文では簡単なランダムアクセス方式である SA方式
を用いる．提案する送信制御では，チャネルへの送信
優先度を表すチャネル重みにより各チャネルに送信さ
れるパケット数の偏りを防ぐ．更に，送信パケット数

表 1 記 号 一 覧
Table 1 Notation list.

C number of channels
ci = (· · · ci j · · · )T channel available vector for group i

M number of time divisions
Ki number of terminals for group i

gi offered load for group i

G offered load for whole system
G j offered load for channel j
G transmitting load
Gj transmitting load for channel j
w = (· · ·wj · · · )T channel weight vector
γj suppression ratio for channel j
pi j transmission probability for group i to channel j
µ average of generating load for each channel
S throughput
u j channel usage rate for channel j
a bias ratio
x(k) x at the kth iteration for adaptive control
x̂ estimated value of x
x̃ predicted value of x

が過多となる状況を防ぐために，送信抑制を表す抑制
率を導入する．まずは，端末数及び各端末の利用可能
チャネルを基地局で把握している場合における送信制
御（理想制御と呼ぶ）について検討する．そして，端末
数及び各端末の利用可能チャネルを基地局が知らない
場合において，チャネル利用率を測定して適応的に送
信制御（適応制御と呼ぶ）することを検討する．これ
らの送信制御をシミュレーションにより評価を行い，
スループットが向上することを示す．
なお，本論文で用いる記号を表 1に示す．

2. 関 連 研 究

通信衛星を用いて IoT端末からデータを収集するシ
ステムが検討されている [1]～[3]．文献 [1], [7] では，
IoT をサポートする衛星通信について，アプリケー
ションからアクセス方式，ネットワーク技術まで広い
視点で議論されており，文献 [2]では衛星の軌道や地
上ネットワークとの互換性について検討されている．
Low Earth Orbit (LEO)衛星でのリソース割り当てにつ
いて，文献 [8]～[10]で検討されている．
一方，衛星 IoTシステムでのアクセス方式について，
文献 [3]で網羅的に議論されている．文献 [11], [12]で
は遅延時間の観点から LoRaを用いた地上と衛星のハ
イブリッドネットワークにおける低遅延アクセス方式
を提案している．衛星と地上ネットワークの統合ネッ
トワークでのアクセス方式において Software Defined
Network (SDN)を用いたアーキテクチャを文献 [13]で

414



論文／衛星 IoT システムにおける利用可能チャネルの偏りを考慮した Slotted ALOHA 方式の送信制御

は提案している．文献 [14]ではエネルギー効率の観点
から LoRaに新しいスケジューリングを組み合わせた
アクセス方式を提案している．複数のチャネルを用い，
干渉除去によりスループットを大幅に向上するアクセ
ス方式を文献 [15]では提案している．文献 [16]では，
ランダムアクセス方式を高効率化するための強化学習
について検討している．このように，衛星 IoTシステ
ムにおけるアクセス方式については様々な観点から研
究されているが，本論文のように利用可能チャネルの
偏りによる影響についてはこれまで考慮されていない．

3. システムモデル

想定している 920 MHz 帯 LPWA を用いる衛星 IoT
システムのネットワーク構成を図 1(a)に示す．このシ
ステムは，多数の端末と中継用通信衛星，地上に配置
される基地局により構成される．本研究では通信衛星
として高度 500 km 程度で地球を周回する低軌道衛星
を想定している [4]．端末が衛星にアクセスできるの
は衛星が端末上を周回し通信エリア内となる時間のみ
という制限があり，衛星 1局当り 1日に数回アクセス
可能となる．本論文では簡単化のために，各端末が衛
星と通信できる時間は同じであり，かつ通信可能とな
るタイミングはどの端末も同じと仮定する．
端末は地上で利用されている 920 MHz帯 LPWAと
同等のものを想定する．衛星へのアクセスは SA方式
を用いる．端末は周回している衛星の通信エリア内に
入ると，チャネルと時間で分割されたスロットに同期
してパケット送信を行う（図 1(b)）．ここで，920 MHz
帯に割り当てられている利用可能な周波数チャネルの
数を C とする．端末が衛星の通信エリア内となる時間
の分割数を M とすると，スロット数は C · M となる．
なお，簡単化のため，パケットの長さはスロット長と同
一と仮定する．衛星で受信したパケットはいったん蓄
えられ，Xバンドを使用したMulti-Input Multi-Output
(MIMO)フィーダーリンクを通して一括して基地局へ
中継する [4]．
端末は地上ネットワークと同一のチャネルを使用す
ると地上ネットワークに干渉を与えるため，このチャ
ネルを用いないこととする．各端末はその場所によっ
て利用可能チャネルが異なる．ここで，利用可能な
チャネルが同じ端末の集合をグループと定義する．グ
ループ i が利用可能なチャネルを表すチャネル利用可
否ベクトルを ci = (ci1, ci2, · · · , ciC )T と定義し，その
要素 ci j はグループ i がチャネル j を利用可能なとき

1，利用不可のとき 0とする．なお，T は転置を示す．
例えば，図 1において，各グループの利用可否ベクト
ルは

c1 = (1, 0, 0, 0)T , c2 = (0, 1, 0, 0)T , c3 = (1, 1, 1, 1)T

となる．
各端末は衛星の通信エリア内に入るたびにパケット
を 1個生成し，4.や 5.で述べる送信制御に従って，そ
のパケットをスロットに同期して衛星に送信する．こ
こで，1スロット当りに発生するパケット数を発生負
荷 (offered load)と定義する．グループ iの端末数を Ki

とし，グループ i の時間分割数で正規化した発生負荷
を gi とすると，

gi =
Ki

M
(1)

となる．システム全体での 1スロット当りに正規化し
た発生負荷 G は，

G =
1

C · M
∑
i

Ki =
1
C

∑
i

gi (2)

となる．

4. 理 想 制 御

SA方式に送信制御を行い，チャネル利用偏りによる
スループット低下を防ぐ手法を検討する．本章では，
端末数及び各端末の利用可能チャネルを基地局で把握
している場合において，達成することができる最大の
スループット特性を得ることを目指す．この送信制御
を理想制御と呼ぶ．なお，実際には各端末が自身の利
用可能チャネルを基地局に通知することで，基地局は
これを把握することができる．例えば，送信される各
パケットのヘッダに利用可能チャネルの情報を付加す
ることが考えられる．付加する情報はチャネル数に等
しいビット数あればよいため，そのオーバヘッドも無
視できる．また，各端末の衛星との通信に利用できる
チャネルも変化することが想定されるが，1日に数回
アクセス可能となる状況においてその変化量は少ない
と予想される．
チャネル重みと抑制率を用いた送信制御を行う．利
用可能チャネルの偏りに起因する各チャネルへの送信
パケット数の不均一を防ぐために，各チャネルへの送
信優先度を表すチャネル重みを用いる．チャネル重み
は要素数がチャネル数と等しいベクトルで表され，端
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図 2 理想制御のブロックダイアグラム
Fig. 2 Block diagram of ideal control.

末が属するグループに依らず定義することで，制御に
必要な情報量を減らす．また，一般に SA方式では送
信パケット数が過多となるとスループットの劣化が生
じるため，文献 [17]で用いられている手法をもとに抑
制率を導入し，送信過多を防ぐためのパケット送信抑
制を行う．

4. 1 理想制御の送信制御手法
理想制御のブロックダイアグラムを図 2に示す．こ
の手法では，各端末の利用可能なチャネルと端末数よ
りチャネル重みと抑制率を算出する．基地局は算出し
たチャネル重みと抑制率を衛星経由で端末へ通知す
る．すなわち，衛星は端末のいるエリア上空に来たと
きにブロードキャストにて全端末へチャネル重みと抑
制率の情報を送信する．端末は衛星から通知された各
チャネルに対するチャネル重みと抑制率から送信確率
を算出し，それに従い送信するか送信抑制するか，送
信する場合は送信するチャネルを決め，スロットを選
択する．
チャネル重みベクトルを w = (w1, w2, · · · , wC )T と
定義し，wj はチャネル j に対するチャネル重みを示
す．また，チャネル j の抑制率を γj で表す．このと
き，グループ i に所属する端末がチャネル j に送信す
る確率 pi j は，

pi j =
ci jwj

cT
i
w
(1 − γj ) (3)

と表される．この送信確率において，グループ i は
全チャネルの送信確率を合計しても 1 未満になるこ
とがあり，その場合，グループ i に所属する各端末は
1 −∑C

j=1 pi j の確率で送信を抑制する．また，送信す
る場合は pi j に従ってチャネルを選択し，選んだチャ
ネルから送信するスロットを選択する．この送信制御
の疑似コードを Algorithm 1 に示す．なお，式 (3) に
おいて，ci jwj はグループ i が利用可能なチャネルの
み送信することを表し，cTi w はグループ i で利用可能

Algorithm 1 Transmission control for a user of group i
1: v ← random value from 0 to 1
2: q ← 1 −∑C

j=1 pi j
3: if v < q then
4: Supress packet transmission
5: else
6: for j ← 1 to C do
7: q ← q + pi j
8: if v < q then
9: t ← random integer value from 1 to M

10: Transmit a packet at timeslot t on channel j
11: break
12: end if
13: end for
14: end if

なチャネル重みの総和を表しており， ci jwj

cTi w
によりグ

ループ i における相対的な送信確率を算出する．
図 1 の場合を例にすると，w = (0.1, 0.1, 0.4, 0.4)T，
γj = 0 ( j = 1, 2, 3, 4)のとき，送信確率は，

p1,1 = 1, p1,2 = 0, p1,3 = 0, p1,4 = 0,
p2,1 = 0, p2,2 = 1, p2,3 = 0, p2,4 = 0,

p3,1 = 0.1, p3,2 = 0.1, p3,3 = 0.4, p3,4 = 0.4

となる．利用可能なチャネルとチャネル重みを考慮し
て，送信確率が算出されていることが分かる．

4. 2 チャネル重み
各チャネルへ送信されるパケット数の偏りを防ぐよ
うにチャネル重みを決定する．送信抑制を行う前の
チャネル j に送信されるパケット数の期待値をチャネ
ル j の発生負荷 G j と定義する．これは，各グループ
がチャネル j に送信する 1スロット当りのパケット数
の期待値の総和で求められるので，

G j =
∑
i

gi ·
ci jwj

cT
i
w

(4)

となる．各チャネルの発生負荷について，その偏りを
最小化したいため，チャネル重みは次式により求めれ
ば良い．

w = arg min
w

C∑
j

��G j − µ
��

= arg min
w

C∑
j

�����∑
i

gi ·
ci jwj

cT
i
w
− µ

����� (5)

ただし，µは各チャネルの発生負荷の平均値であり，
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µ =
1
C

C∑
j

G j =
1
C

C∑
j

∑
i

gi ·
ci jwj

cT
i
w
= G (6)

である．
式 (5)において最小化項が 0となるとき，各チャネ
ルに送信されるパケット数の期待値は均一になる．こ
のときのチャネル重み w は以下の連立方程式の解とし
て得られる．

∑
i

gi ·
ci1w1
cT
i
w
= G∑

i

gi ·
ci2w2
cT
i
w
= G

· · ·∑
i

gi ·
ciCwC
cT
i
w
= G

(7)

逆に，この連立方程式が解けないとき，各チャネルに
送信されるパケット数に偏りが残ることになる．その
場合は適切な最適化アルゴリズムを用いて式 (5)によ
りチャネル重みを計算する．

4. 3 抑 制 率
送信過多を防ぐためにパケットの送信抑制を行う．

1スロット当りに各チャネルに実際に送信されている
パケット数を送信負荷 (transmitting load) G と定義す
る．スループット Sは 1スロット当りに送信に成功す
る平均パケット数と定義すると，

S = Ge−G (8)

で求められる [18]．スループットが最大となる送信負
荷を考える．式 (8)より，送信負荷 G = 1のとき，最
大スループット 1/eが得られる．送信負荷が 1より大
きくなるとスループットが低下するため，各チャネル
への送信負荷が 1以下となるように送信抑制を行う．
各チャネルにおいて，そのチャネルの発生負荷を 1
以下に抑えるための抑制率 γj は

γj = 1 −min
(
1,

1
G j

)
(9)

となる．この抑制率により，G j が 1 以下のとき抑制
率は 0となり送信を抑制しないが，G j が 1を超える
とき抑制率は 1− 1/G j となり，この値に従い送信を抑
制する．チャネル j の送信負荷を Gj とすると，

Gj = (1 − γj ) · G j (10)

となる．チャネル j の発生負荷 G j が 1を超えるとき，
送信負荷は

Gj = (1 − γj ) · G j =

{
1 −

(
1 − 1

G j

)}
· G j = 1 (11)

となり，1以下に抑えられていることが分かる．なお，
チャネル重みにより各チャネルの発生負荷が均一に
なっている場合は，抑制率はチャネルごとに求める必
要はなく，全てのチャネルで同一の抑制率を用いれば
良い．

4. 4 スループット解析
理想制御におけるスループット特性を求める．式 (5)
において最小化項が 0となるときのみを考慮する．こ
のとき，連立方程式 (7)より各チャネルの発生負荷は
Gとなる．更に式 (9)及び式 (11)より，各チャネルの
発生負荷が 1以下のときは抑制率は 0であり送信負荷
は G である．各チャネルの発生負荷が 1 を超えると
き，送信負荷は 1になる．よって，スループットは式
(8)より

S =


Ge−G (G ≤ 1)

e−1 (G > 1)
(12)

となる．この式より，理想制御では利用可能チャネル
の偏りの影響を防ぎ，スループットが最適化されてい
ることが分かる．

5. 適 応 制 御

理想制御では基地局は端末数及び各端末の利用可能
チャネルを把握していることを想定していた．しかし，
各端末が自身の利用可能チャネルを基地局に通知する
必要がある．そこで，この通知を必要とせず，端末数
及び各端末の利用可能チャネルを基地局が知らない場
合において，基地局がチャネル利用率を測定して適応
的に送信制御する適応制御について検討する．

5. 1 適応制御の送信制御手法
適応制御のブロックダイアグラムを図 3に示す．こ

図 3 適応制御のブロックダイアグラム
Fig. 3 Block diagram of adaptive control.
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の手法では，基地局はスロットの使用状況からチャネ
ル利用率を測定し，チャネル利用率から送信負荷及び
発生負荷を推定し，チャネル重みと抑制率を算出する．
算出したチャネル重みと抑制率を衛星経由で端末へ
ブロードキャストにより通知する．端末は理想制御の
ときと同様，衛星から通知された各チャネルに対する
チャネル重みと抑制率から送信確率を式 (3)を用いて
算出し，それに従い送信するか送信抑制するか，送信
する場合は送信するチャネルを決め，スロットを選択
する．送信制御の疑似コードは Algorithm 1と同様で
ある．
端末が衛星の通信エリア内に入るたびに，チャ
ネル重みと抑制率を繰り返し更新することで，理
想制御と同等の性能を達成することを目指す．こ
こで，k 回目の更新時におけるチャネル重みを
w(k) = (w(k)1 , w

(k)
2 , · · · , w

(k)
C
)T，チャネル j の抑制率

を γ(k)
j
で表す．

5. 2 チャネル利用率の測定と送信負荷・発生負荷
の推定

チャネル利用率を，各チャネルにおいてスロットへ
1パケット以上送信された割合と定義する．衛星では
各スロットにおいてパケットが送信されたかどうかを
観測することで，各チャネルの利用率を測定すること
ができる．そこで，衛星が端末の通信エリア内に入る
たびに各チャネルの利用率を測定する．
チャネル利用率の測定値を用いて，送信負荷を推定
する．各スロットに送信されるパケット数がポアソン
分布に従うと仮定すると，チャネル j のチャネル利用
率 u j は送信負荷 Gj を用いて

u j = 1 − e−Gj (13)

と表される．ここで，k 回目の更新時におけるチャネ
ル j の利用率の測定値を û(k)

j
とする．このとき，送信

負荷の推定値 Ĝ(k)
j
は

Ĝ(k)
j
= − ln(1 − û(k)

j
) (14)

で算出できる．また，k回目の更新時に観測されるチャ
ネル利用率は，k − 1 回目に算出した抑制率に従い地
上端末がパケットを送信した結果である．そのため，
チャネル j の発生負荷の推定値 Ĝ(k)

j
は

Ĝ(k)
j
=

Ĝ(k)
j

1 − γ(k−1)
j

(15)

で求められる．
5. 3 チャネル重みと抑制率の更新
チャネル重みにより，各チャネルの発生負荷を等し
くする．チャネル j の発生負荷の推定値 Ĝ(k)

j
は k − 1

回目のチャネル重みに従って送信されている．これを
考慮して k 回目において各チャネルの発生負荷が等し
くなるための条件は

Ĝ(k)1

w
(k−1)
1

· w(k)1 =
Ĝ(k)2

w
(k−1)
2

· w(k)2 = · · · =
Ĝ(k)
C

w
(k−1)
C

· w(k)
C

(16)

となる．式 (3)により送信確率を求める際，チャネル
重みは各チャネル間の相対的な値のみ依存する．よっ
て，式 (16)の各項が 1に等しいとすると，各チャネル
における重みの更新式は

w
(k)
j
=
w
(k−1)
j

Ĝ(k)
j

(17)

となる．ただし，チャネル重みは次式により正規化
する．∑

j

w
(k)
j
= 1 (18)

式 (17)はチャネルの推定発生負荷が大きいほどチャネ
ル重みをより小さく，逆に推定発生負荷が小さいほど
チャネル重みを大きくすることになる．
式 (17)で計算されるチャネル重みを考慮し，k 回目
のチャネル j への発生負荷の予測値 G̃(k)

j
は

G̃(k)
j
=

Ĝ(k)
j

w
(k−1)
j

· w(k)
j

(19)

となる．式 (9)と同様に，抑制率の更新式は

γ
(k)
j
= 1 −min ©«1, 1

G̃(k)
j

ª®¬ (20)

となる．

6. 数 値 例

提案する送信制御をシミュレーションにより評価
する．

6. 1 シミュレーション条件
雑音等の影響がなく通信失敗はパケット衝突のみに
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表 2 シミュレーション諸元
Table 2 Simulation settings.

number of samples 10000
number of channels, C 10
number of time divisions, M 108
bias ratio, a 0.5, 1.0, 2.0

図 4 利用可能チャネルの偏りモデル
Fig. 4 Model of available channel bias.

よって生じるという仮定でシミュレーションを行う．
シミュレーション諸元を表 2に示す．衛星 IoTシステ
ムで利用できるチャネル数 C は 10とする．衛星が高
度 500 km 程度，通信エリアの半径は 450 km 程度を
想定し，端末が衛星の通信エリア内となる時間は一律
54 s であるとする．スロットの時間長を 500 ms とし
て時間分割数 M は 108とする．
端末における利用可能チャネルの偏りのモデルを図

4に示す．端末はグループ 1から 6までに分割される．
グループ 1から 5はそれぞれチャネル 1から 5のみ利
用可能である．グループ 6は全てのチャネルを利用可
能とする．グループ 1から 5はそれぞれ等しい端末数
が属し，その発生負荷も等しく g1 = g2 = · · · = g5 と
する．利用可能チャネルの偏りを変化させるため，1
チャネルしか利用できないグループ 1から 5の発生負
荷の和と全てのチャネルが利用できるグループ 6の発
生負荷の比をパラメータとする．この偏りの比を aと
すると

a =

∑5
i=1 gi

g6
(21)

と定義される．偏りの比が a = 0のとき，全てのチャ
ネルが利用可能であるグループ 6 のみ負荷が発生す
るため，利用可能チャネルの偏りがない．シミュレー
ションでは各グループの発生負荷が与えられた値に等
しくなるよう，式 (1) を用いて端末数を決めている．
偏りの比は 0.5，1.0，2.0 を用いる．図 5 に送信制御

図 5 送信制御を用いない場合における利用可能チャネル
の偏りの影響

Fig. 5 Influence of available channel bias without transmission
control.

を用いない場合における，利用可能チャネルの偏りが
スループットへ与える影響を示す．式 (8)と同様，ス
ループットは 1スロット当りに送信に成功する平均パ
ケット数である．偏りがない場合 (a = 0) と比べ，偏
りによりスループットが劣化していることが分かる．
また，偏りの比が大きければ大きいほど，1チャネル
しか利用できないグループ 1から 5の発生負荷が大き
くなり，利用可能チャネルの偏りによる影響が大きく
なっている．
シミュレーションを 10000回行い，理想制御と適応
制御を行った場合の平均スループットを評価する．送
信に成功したパケットを数え，それをスロット数と試
行回数で割ることで 1スロット当りの平均スループッ
トを算出する．それぞれチャネル重み，抑制率のみを
用いた場合についても評価し，チャネル重みや抑制率
がスループット特性に与える影響についても検討する．
また，比較のため，送信制御を行わなかった場合につ
いても示す．

6. 2 理想制御の性能評価
まず始めに理想制御の性能評価を行う．図 6に理想
制御における a = 1.0の場合のスループット特性を示
す．この図には，理想制御（チャネル重みと抑制率の
両方を適用），チャネル重みのみ，抑制率のみ，及び
送信制御を行わない場合の特性が示してある．また，
式 (12) による解析結果も示してある．この解析結果
は理想制御のシミュレーション結果と一致しており，
理想制御が利用可能チャネルの偏りの影響を防いでい
ることが分かる．なお，本論文では簡単なランダムア
クセス方式である SA方式を用いていたため，最大ス
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図 6 理想制御のスループット特性 (a = 1.0)
Fig. 6 Throughput performance of ideal control (a = 1.0).

ループットは 1/e となる．920 MHz 帯 IoT 向け地上
ネットワークにおいても，非力な IoT端末に対して複
雑なアクセス制御を必要としない簡易なランダムアク
セス方式である ALOHA方式が使われている [19]．こ
のため，最大スループットが 1/eではあるが，有効性
はあると判断する．次に，チャネル重みのみを用いた
場合に着目すると，利用可能チャネルの偏りを防ぎ各
チャネルの送信負荷が均一になっているため，発生負
荷 G が 1までは理想制御と同じ特性である．しかし，
発生負荷が高くなると送信過多の状態になっており，
スループット特性が劣化している．また，抑制率のみ
を用いた場合，各チャネルの送信負荷に偏りがあるた
めに発生負荷が低いと送信制御を行わない場合と同等
の特性になっている．一方，発生負荷が高くなるとス
ループットが最大になるように各チャネルでパケット
の送信を抑制しているため，スループット特性が理想
制御に近づく．
理想制御を用いた場合と用いなかった場合の各チャ
ネルのスループット特性を図 7に示す．ここで，G = 1，
a = 1.0 としている．送信制御を用いなかった場合，
チャネル 1から 5とチャネル 6から 10でスループッ
ト特性に差が生じている．これに対し，理想制御を用
いることで各チャネルのスループット特性が均一に
なっている．このことからも利用可能チャネルの偏り
の影響を防いでいることが分かる．
図 8に，偏りの比を変えたときのスループット特性
を示す．偏りの比が 0.5と 1.0の場合，理想制御のス
ループット特性は同じである．これに対し，偏りの比
が 2.0の場合は低発生負荷で特性が劣化している．今
回のシミュレーション条件では a ≤ 1 のとき，式 (5)

図 7 理想制御における各チャネルのスループット特性
(G = 1, a = 1.0)

Fig. 7 Throughput performance of ideal control for each channel
(G = 1, a = 1.0).

図 8 偏りの比を変えたときの理想制御のスループット
特性

Fig. 8 Throughput performance of ideal control for different bias
ratio.

において最小化項が 0となり，連立方程式 (7)の解が
得られる．偏りの比が 2.0の場合，各チャネルの発生
負荷に偏りが残るため，特性劣化が生じている．

6. 3 適応制御の性能評価
次に，適応制御の性能を評価する．図 9に，a = 1.0
のときのスループット特性を示す．理想制御のとき
（図 6）と同様，適応制御においても利用可能チャネル
の偏りや高発生負荷時における送信過多を防ぎ，高い
スループット特性を達成している．チャネル重みや抑
制率のみを用いた場合も，理想制御のときと同様の結
果が得られている．
また，偏りの比を変えたときの適応制御と理想制御
のスループット特性を図 10 に示す．適応制御と理想
制御のスループット特性はほぼ一致しており，適応制
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図 9 適応制御のスループット特性 (a = 1.0)
Fig. 9 Throughput performance of adaptive control (a = 1.0).

図 10 偏りの比を変えたときの適応制御と理想制御のス
ループット特性

Fig. 10 Throughput performance of adaptive and ideal controls
for different bias ratio.

図 11 更新回数に対するスループット特性 (G = 1, a = 1.0)
Fig. 11 Throughput performance as a parameter of the number of

iteration (G = 1, a = 1.0).

御を用いてもスループットの最適化を図ることがで
きる．
最後に，適応制御の収束速度を調べるため，更新回
数に対するスループット特性を図 11に示す．ここで，

G = 1，a = 1.0であり，適応制御におけるチャネル重
みの初期値は全チャネルで一定，抑制率の初期値は 0
としている．また，破線は収束後のスループット特性
である．この図より，数回程度の更新でスループット
特性が収束していることが分かる．

7. む す び

本論文では，920 MHz帯 LPWAを用いた衛星 IoTシ
ステムにおいて，利用可能チャネルの偏りによる影響
を和らげる SA方式のための送信制御を提案した．提
案した送信制御では，チャネル重みを導入することで
各チャネルの送信負荷を均一にすることができ，抑制
率により適切な送信負荷を維持することができた．端
末数と各端末の利用可能なチャネルが既知な場合の理
想制御と未知な場合の適応制御の両方を検討した．シ
ミュレーションにより評価した結果，どちらの手法に
おいても利用可能チャネルの偏りによる影響を防ぎ，
高発生負荷時でも高いスループットを達成することを
明らかにした．
本論文で提案した理想制御は解析結果からスルー
プットを最適化していることが分かる．適応制御では
端末から送信制御に必要な情報を基地局に伝える必要
がないのにもかかわらず，各チャネルの利用率を測定
するだけで理想制御とほぼ同じスループット特性が得
られている．このため，送信制御のためのオーバヘッ
ドが少なく，また端末の利用可能チャネルの偏りに依
らず高スループット特性を達成する適応制御は，衛星
IoTシステムにおいて有効であるといえる．なお，本
論文で提案した送信制御はスループットが最大となる
送信負荷が分かれば他のランダムアクセス方式にも
適用可能である．例えば，干渉除去により高いスルー
プットが得られる CRDSA方式を用いることで，最大
スループットの向上が見込める．
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